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表紙 

 
第７回 公社債投資信託 

 
 

運用報告書（全体版） 
 
 

第55期（決算日2016年７月19日） 
 
 

作成対象期間（2015年７月22日～2016年７月19日） 

 
受益者のみなさまへ 

 
 平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当作成対象期間の運用状況等についてご報告申し上げます。 
 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 
●当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 

信 託 期 間 無期限とします。 

運 用 方 針 
公社債への投資により、安定した収益の確保を目指して安定運用を行います。また、各前期末までに金利水準、想定されるポート

フォリオのインカム収入等を基に、各期の目標分配額を定め、その目標分配額の実現を目指して運用を行うことを基本とします。 

主な投資対象 円建ての公社債（国債、政府保証債、地方債、金融債、事業債等）を主要投資対象とします。 

主な投資制限 外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。 

分 配 方 針 
年１回決算を行い、決算日の分配前の基準価額が元本（１万口当たり１万円）を超過する分を原則として全額分配します。決算日の

分配前の基準価額が元本を下回っている場合、分配を行いません。 
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第７回 公社債投資信託

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 新株予約権付社債

（ 転 換 社 債 ）
組 入 比 率

債   券 
組 入 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

 円 円 銭 ％ ％ ％ 百万円

53期(2014年７月22日) 10,000 9.81 0.1 － 96.3 82,593

54期(2015年７月21日) 10,000 6.86 0.1 － 70.0 77,501

55期(2016年７月19日) 10,000 4.96 0.0 － 71.2 66,335
 
＊ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
＊ 当ファンドは、決算時の元本の安定性に最大限配慮しつつ、その目標分配額の実現を目指して運用を行うことを基本としており、ベンチ

マーク等はありません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 新株予約権付社債 

（ 転 換 社 債 ） 
組 入 比 率 

債   券
組 入 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 銭 ％ ％ ％

2015年７月21日 10,000   － － 70.0

７月末 10,000   0.0 － 66.4

８月末 10,001   0.0 － 66.9

９月末 10,002   0.0 － 67.4

10月末 10,002   0.0 － 68.1

11月末 10,003   0.0 － 69.0

12月末 10,003   0.0 － 70.5

2016年１月末 10,004   0.0 － 70.2

２月末 10,005   0.1 － 68.1

３月末 10,005   0.1 － 57.7

４月末 10,005   0.1 － 76.5

５月末 10,005   0.1 － 71.5

６月末 10,005   0.1 － 70.9

(期  末)  

2016年７月19日 10,004.96 0.0 － 71.2
 
＊ 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
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第７回 公社債投資信託

◎運用経過 
○期中の基準価額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期 首：10,000円 

期 末：10,000円（既払分配金（税込み）：４円96銭） 

騰落率：  0.0％（分配金再投資ベース） 

 
（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。作成期首（2015年７月21日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なり、また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

 

○基準価額の主な変動要因 

 

＊基準価額は0.05％の上昇 

 基準価額は、ポートフォリオのインカム（利子）収入などにより、期首10,000円から期末

10,004.96円（分配金込み）に4.96円の値上がりとなりました。 
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第７回 公社債投資信託

○投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国内経済は企業収益、雇用環境の改善が見られるなど2015年半ば頃まで緩やかな回復を続け

ました。しかしながら年後半にかけて企業収益の改善に陰りが見られ、また個人消費が伸び

悩むなど、景気回復に一服感が出始めました。2016年以降、新興国を中心に海外経済には弱さが

見られ、個人消費の不振が長引く中で物価見通しについても低下するなど、国内経済の下押し

リスクがより認識されるようになりました。 

 このような中、日本銀行は「量的・質的金融緩和」を継続し、2016年１月の金融政策決定会合に

おいて「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を決定するなど、一層の金融緩和を

図りました。 

 １年国債金利（１年金利）は、国内投資家の需要と日本銀行の買入れなど良好な需給環境の

もと、2015年10月頃までおおむね０％近傍で推移し、11月以降は海外勢からの国債需要の

強まりも相まって、１年金利は－0.05％程度まで低下しました。日本銀行が追加金融緩和を

決定した2016年１月末以降、１年金利は急速に低下した結果－0.2％台で推移し、期末は

－0.34％程度となりました。 

 

 

  



NY2007_02_全体_220007_第７回 公社債投資信託.docx 

16/7/28 11 時 23 分 

ページ：4 

― 4 ― 

 

第７回 公社債投資信託

○当ファンドのポートフォリオ 

 

 第７回「公社債投信」は、決算時の元本の安定性に最大限配慮し、目標分配額（第55期は

１万口当たり３円程度）の実現を目指して運用を行ってまいりました。 

 

（１）債券組入比率は、期中概ね55～85％程度で推移し、期末には71.2％となりました。A格

以上の信用力の高い発行体が発行する債券を中心に組み入れると共に、コールローン等で

運用を行うことにより流動性を確保しました。 

（２）ポートフォリオのデュレーションは、期中概ね0.2～0.5年程度で推移し、期末は0.49年と

なりました。 

（３）ユーロ円債、サムライ債（円建て外債）への投資は、残存１年程度とし、組入比率は

期中概ね10～20％程度としました。 

（４）安  定した収益確保を目指し信用度の高いコマーシャル・ペーパー（CP）への投資を行い、

期末の組入比率は14.3％となりました。 

 

○当ファンドのベンチマークとの差異 

 

 当ファンドは、決算時の元本の安定性に

最大限配慮しつつ、その目標配分額の実現を

目指して運用を行うことを基本としており、

ベンチマーク等はありません。 

 グラフは、期中の当ファンドの期別基準

価額騰落率です。 
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第７回 公社債投資信託

◎分配金 
 

＊今期の分配金は4.96円 

 

（１）分  配方針に基づき、決算日の分配前基準価額の元本超過額を原則として全額分配します。

今期の分配金は１万口当たり4.96円（年率0.05％、税込み）となりました。 

（２）今  期は、低金利環境が継続したものの、当初の想定よりも高い水準のスプレッド（国債との

利回り較差）を持つ事業債等への投資により、高い利回りを享受できたことがプラス要因と

なり、目標分配額の３円を上回る結果となりました。 

 

◎今後の運用方針 
 

 今後の運用につきましては、決算時の元本の安定性に最大限配慮しつつ安定した収益の確保を

目指した運用を行ってまいります。 

 なお、日本銀行による「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入発表以降、市場金利は

全般的に低下しております。マイナス利回りの資産への投資等を通じてファンド全体の損益が

マイナスとなった場合は、ファンドの基準価額が下落することが想定されますのでご留意

ください。 

 また、第56期については、金利水準、想定されるポートフォリオのインカム収入などを基に

目標分配額は１万口当たり０円程度と致しました。 

 

 今後ともご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 
※マイナス利回りの資産への投資等を通じてファンド全体の損益がマイナスとなった場合は、ファンドの基準価額が下落することが
想定されますのでご留意ください。 
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第７回 公社債投資信託

○１万口当たりの費用明細 (2015年７月22日～2016年７月19日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 0  0.001 (a)信託報酬＝１万口当たり元本×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、法定書面等の作成、 
基準価額の算出等 

 （ 販 売 会 社 ） (0)  (0.001) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理
および事務手続き等 

 （ 受 託 会 社 ） (0)  (0.000) ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行等 

（b） そ の 他 費 用 0   0.001  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 保 管 費 用 ） (0)  (0.001) 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管及び資金の 
送金・資産の移転等に要する費用 

 （ 監 査 費 用 ） (0)  (0.001) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 0   0.002   

期中の平均基準価額は、10,003円です。  

 
＊ 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果

です。 
＊ 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
＊各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数

第３位未満は四捨五入してあります。 
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第７回 公社債投資信託

○売買及び取引の状況 (2015年７月22日～2016年７月19日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
地方債証券 13,978,143 － 
 ( 9,215,900)

特殊債券 18,303,333 － 
 (33,842,000)

社債券（投資法人債券を含む） 16,959,781 － 
 (12,800,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

＊ 社債券（投資法人債券を含む）には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
コマーシャル・ペーパー 22,996,313 － 
 (14,500,000)

 
＊ 金額は受け渡し代金。 

＊ 単位未満は切り捨て。 

＊ ( )内は償還等による増減分です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2015年７月22日～2016年７月19日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 49,241 2,655 5.4 － － －

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは
野村證券株式会社です。 

 

公社債 

その他有価証券 

利害関係人との取引状況 
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第７回 公社債投資信託

○組入資産の明細 (2016年７月19日現在) 

 

（Ａ）国内（邦貨建）公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％  ％ 

地方債証券 
13,780,550 13,917,922 21.0 － － －  21.0 

(13,780,550) (13,917,922) (21.0) (－) (－) (－) (21.0)

特殊債券 
(除く金融債) 

5,715,000 5,742,709 8.7 － － －  8.7 

( 5,715,000) ( 5,742,709) ( 8.7) (－) (－) (－) ( 8.7)

金融債券 
11,410,000 11,437,451 17.2 － － －  17.2 

(11,410,000) (11,437,451) (17.2) (－) (－) (－) (17.2)

普通社債券 
(含む投資法人債券) 

16,100,000 16,139,291 24.3 － － －  24.3 

(16,100,000) (16,139,291) (24.3) (－) (－) (－) (24.3)

合 計 
47,005,550 47,237,374 71.2 － － －  71.2 

(47,005,550) (47,237,374) (71.2) (－) (－) (－) (71.2)
 
＊ ( )内は非上場債で内書きです。 
＊ 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 
＊ 残存期間が1年以内の公社債は原則として償却原価法により評価しています。 

 

国内公社債 
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第７回 公社債投資信託

（Ｂ）国内（邦貨建）公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

地方債証券 ％ 千円 千円  
東京都 公募第638回 1.9 100,000 100,326 2016/９/20 
東京都 公募第642回 1.84 100,000 100,763 2016/12/20 
東京都 公募第643回 1.7 100,000 101,130 2017/３/17 
東京都 公募第646回 1.99 100,000 101,882 2017/６/20 
北海道 公募平成18年度第10回 1.9 200,000 201,680 2016/12/28 
北海道 公募平成18年度第12回 1.9 500,000 505,773 2017/２/28 
北海道 公募平成19年度第４回 1.98 100,000 101,837 2017/６/29 
北海道 公募（５年）平成23年度第12回 0.38 553,000 554,293 2017/１/31 
宮城県 公募第７回１号 0.41 112,600 112,802 2016/12/26 
神奈川県 公募第144回 1.83 125,000 125,948 2016/12/20 
神奈川県 公募第145回 1.8 1,100,000 1,113,139 2017/３/20 
神奈川県 公募第146回 1.76 1,200,000 1,213,972 2017/３/20 
神奈川県 公募第147回 1.98 100,000 101,855 2017/６/20 
大阪府 公募第299回 1.9 200,000 202,302 2017/２/27 
大阪府 公募第300回 1.8 1,170,000 1,184,061 2017/３/29 
大阪府 公募第302回 1.79 100,000 101,450 2017/５/30 
大阪府 公募（２年）第30回 0.043 200,000 200,032 2017/６/29 
兵庫県 公募平成18年度第10回 2.01 500,000 503,262 2016/11/16 
兵庫県 公募平成19年度第４回 1.93 100,000 101,754 2017/６/21 
静岡県 公募（５年）平成24年度第２回 0.394 100,000 100,267 2017/４/20 
広島県 公募平成18年度第２回 1.9 228,950 231,298 2017/１/30 
福岡県 公募平成19年度第２回 2.01 201,000 204,755 2017/６/20 
千葉県 公募平成19年度第１回 1.77 110,000 111,649 2017/５/25 
新潟県 公募平成18年度第２回 1.87 200,000 201,346 2016/11/29 
共同発行市場地方債 公募第47回 1.8 1,900,000 1,920,531 2017/２/24 
共同発行市場地方債 公募第48回 1.7 100,000 101,165 2017/３/24 
共同発行市場地方債 公募第49回 1.8 300,000 304,088 2017/４/25 
福島県 公募平成23年度第２回 0.37 200,000 200,518 2017/２/23 
大阪市 公募平成18年度第３回 2.1 480,000 480,254 2016/７/27 
大阪市 公募平成18年度第６回 2.0 900,000 904,776 2016/10/26 
大阪市 公募平成18年度第13回 1.8 1,300,000 1,313,933 2017/２/22 
大阪市 公募平成18年度第14回 1.8 400,000 404,799 2017/３/22 
名古屋市 公募第459回 2.01 300,000 305,661 2017/６/20 
神戸市 公募平成18年度第６回 1.93 200,000 202,386 2017/２/27 
横浜市 公募平成18年度第４回 1.88 200,000 202,217 2017/２/20 

小 計 13,780,550 13,917,922  

特殊債券(除く金融債)   
公営企業債券 政府保証第874回 1.7 200,000 202,569 2017/４/19 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 政府保証債第20回 1.8 101,000 101,496 2016/10/31 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 政府保証債第25回 1.8 100,000 100,969 2017/１/31 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 政府保証債第33回 1.7 814,000 824,648 2017/４/25 
日本高速道路保有・債務返済機構債券 政府保証債第140回 0.4 100,000 100,016 2016/７/29 
銀行等保有株式取得機構債券 政府保証第27回 0.1 1,000,000 1,000,695 2017/４/21 
日本政策投資銀行社債 財投機関債第21回 0.46 100,000 100,249 2017/３/17 
日本政策投資銀行社債 財投機関債第25回 0.425 100,000 100,432 2017/６/20 
公営企業債券 第25回財投機関債 1.77 200,000 202,261 2017/３/24 
首都高速道路 第９回 0.448 400,000 400,801 2016/12/20  
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第７回 公社債投資信託
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

特殊債券(除く金融債) ％ 千円 千円  
日本政策金融公庫社債 第43回財投機関債 0.101 100,000 100,050 2016/11/18 
日本政策金融公庫社債 第45回財投機関債 0.1 900,000 900,845 2017/３/３ 
国際協力銀行債券 第27回財投機関債 1.77 200,000 202,236 2017/３/17 
成田国際空港 第３回 1.92 500,000 503,973 2016/12/20 
日本学生支援債券 財投機関債第35回 0.152 200,000 200,363 2017/６/20 
日本学生支援債券 財投機関債第38回 0.1 400,000 400,360 2017/２/20 
中日本高速道路社債 第53回 0.222 300,000 300,739 2017/６/20 

小 計 5,715,000 5,742,709  

金融債券   
商工債券 利付第740回い号 0.45 100,000 100,241 2017/１/27 
商工債券 利付第741回い号 0.45 400,000 401,126 2017/２/27 
商工債券 利付第742回い号 0.4 920,000 922,434 2017/３/27 
商工債券 利付第743回い号 0.4 190,000 190,569 2017/４/27 
商工債券 利付第744回い号 0.35 300,000 300,898 2017/５/26 
農林債券 利付第737回い号 0.5 400,000 400,541 2016/10/27 
農林債券 利付第739回い号 0.5 2,100,000 2,104,629 2016/12/27 
農林債券 利付第740回い号 0.5 600,000 601,576 2017/１/27 
農林債券 利付第742回い号 0.45 2,700,000 2,708,194 2017/３/27 
農林債券 利付第743回い号 0.45 100,000 100,338 2017/４/27 
農林債券 利付第745回い号 0.35 300,000 301,099 2017/６/27 
しんきん中金債券 利付第267回 0.45 300,000 300,816 2017/２/27 
しんきん中金債券 利付第268回 0.4 300,000 300,815 2017/３/27 
しんきん中金債券 利付第269回 0.4 100,000 100,299 2017/４/27 
商工債券 利付（３年）第166回 0.2 500,000 500,371 2016/11/25 
商工債券 利付（３年）第171回 0.2 400,000 400,597 2017/４/27 
商工債券 利付（３年）第172回 0.2 1,700,000 1,702,901 2017/５/26 

小 計 11,410,000 11,437,451  

普通社債券(含む投資法人債券)   
みずほコーポレート銀行 第29回特定社債間限定同順位特約付 0.46 3,100,000 3,109,860 2017/４/21 
三菱東京ＵＦＪ銀行 第134回特定社債間限定同順位特約付 0.41 200,000 200,586 2017/４/20 
三菱東京ＵＦＪ銀行 第150回特定社債間限定同順位特約付 0.185 200,000 200,190 2017/１/23 
ホンダファイナンス 第18回社債間限定同順位特約付 0.479 300,000 300,933 2017/３/17 
トヨタファイナンス 第29回社債間限定同等特約付 1.93 100,000 101,800 2017/６/20 
東京急行電鉄 第67回社債間限定同順位特約付 1.55 100,000 100,047 2016/７/29 
小田急電鉄 第64回社債間限定同順位特約付 0.21 100,000 100,109 2017/１/25 
東日本旅客鉄道 第48回社債間限定同順位特約付 1.81 300,000 303,935 2017/４/17 
日本電信電話 第52回 1.77 900,000 910,366 2017/３/17 
ウエストパック・バンキング・コーポレーション 第９回円貨社債 1.2 1,200,000 1,208,554 2017/３/９ 
ラボバンク・ネダーランド 第16回円貨社債（2012）（コー 1.142 300,000 302,604 2017/５/25 
ラボバンク・ネダーランド 第22回円貨社債（2013）（コー 0.377 200,000 200,255 2016/12/19 
ラボバンク・ネダーランド 第24回円貨社債（2014）（コー 0.295 200,000 200,294 2017/５/22 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.11375 300,000 300,009 2016/10/26 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.12 200,000 200,000 2016/11/９ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.11875 300,000 300,004 2016/11/17 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.12 200,000 199,992 2016/12/７ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.12 300,000 300,000 2016/12/８ 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.12 100,000 100,000 2017/１/12 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.11 100,000 100,000 2017/１/12  
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第７回 公社債投資信託
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日

普通社債券(含む投資法人債券) ％ 千円 千円  
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.05 200,000 200,000 2017/２/16 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.04 1,500,000 1,499,902 2017/３/９ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.03 1,500,000 1,499,889 2017/４/13 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.04 2,000,000 2,000,000 2017/４/13 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.04 600,000 599,954 2017/４/18 
ＭＩＺＵＨＯ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 0.015 700,000 700,000 2017/５/17 
ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＦＩＮＡＮＣＥ ＡＮＤ ＬＥ 0.025 600,000 600,000 2017/６/９ 
ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ ＵＦＪ ＬＥＡＳＥ ＆ ＦＩＮＡＮＣＥ 0.02 300,000 299,999 2017/６/14 

小 計 16,100,000 16,139,291  

合 計 47,005,550 47,237,374  
 
＊ 額面・評価額の単位未満は切り捨て。 

 

 

区 分 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

コマーシャル・ペーパー 9,498,715 14.3
 
＊ 比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

○投資信託財産の構成 (2016年７月19日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 47,237,374 70.8

その他有価証券 9,498,715 14.2

コール・ローン等、その他 9,966,985 15.0

投資信託財産総額 66,703,074 100.0
 
＊ 金額の単位未満は切り捨て。 

 

 

国内その他有価証券 
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第７回 公社債投資信託

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年７月19日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 66,703,074,771  

 コール・ローン等 9,843,476,053  

 地方債証券(評価額) 13,917,922,000  

 特殊債券(評価額) 17,180,160,334  

 社債券(評価額) 16,139,291,705  

 その他有価証券 9,498,715,499  

 未収利息 88,955,589  

 前払費用 34,553,591  

(B) 負債 368,048,866  

 未払金 100,052,000  

 未払収益分配金 32,902,154  

 未払解約金 224,454,414  

 未払信託報酬 10,035,820  

 未払利息 14,206  

 その他未払費用 590,272  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 66,335,025,905  

 元本 66,334,988,087  

 次期繰越損益金 37,818  

(D) 受益権総口数 66,334,988,087口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,000円
 

（注）期首元本額は77,501,742,912円、期中追加設定元本額は
4,444,003,666円、期中一部解約元本額は15,610,758,491円、
１口当たり純資産額は1.0000円です。 

 

○損益の状況 (2015年７月22日～2016年７月19日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 受取利息等収益 410,033,922  

 受取利息 411,709,964  

 支払利息 △  1,676,042  

(B) 有価証券売買損益 △359,775,034  

 売買益 482,989  

 売買損 △360,258,023  

(C) 信託報酬等 △ 11,162,850  

(D) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 39,096,038  

(E) 前期繰越損益金 45,316  

(F) 解約差損益金 △  6,201,382  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 32,939,972  

(H) 収益分配金 △ 32,902,154  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 37,818  

 
＊ 損益の状況の中で(F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、

元本から解約価額を差し引いた差額分をいいます。 
 

 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 4円96銭0厘 

 
 

 

○お知らせ  

 

 該当事項はございません。 

 


